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１．問題の所在
　佐渡国という国名の文献上での初見は、文
武天皇４年（700）の「越後・佐渡両国に磐
舟柵を修営させる」（『続日本紀』）という記
事である。佐渡国はこのころ分置されたとい
われるが、天平１５年（743）に越後国に合
併され、その後ふたたび天平勝宝４年（752）
に越後国から分離されて佐渡国が置かれた。
　なお神亀元年（724）、中央政府は佐渡を
含む 6か所の遠流地（流刑地）を定めたが、
佐渡には古代５４人、中世２０人が配流され
ている。
　佐渡の歴史を俯瞰するとき、佐渡へ渡来し
た有名無名の人々が伝えた知識、佐渡人が本
土からもたらした知見が佐渡独自の土着・伝
統文化と融合して、独特な佐渡島文化を形成
してきたことがわかる。
　佐渡出身の高名な文芸評論家青野季吉
（1890 ～ 1961）は、佐渡人の心像を以下の
ように述べた １）  。
　　　佐渡人の「小さ」さ、これも古くから
　　佐渡人自身の嘆きで、私なども中学時代
　　から、　ちっぽけな島国根性を脱せよと、
　　絶えず説法されて来た。自然的環境と云
　　ふものが、人間の形成に作用する限りに
　　於て、金北山の絶頂に立てば全体の三分
　　の二は俯瞰されるやうな島に生れた人間
　　が、とかく小粒で、小型なのは、佐渡牛
　　の矮小さと同様、運命的と云ってよい。
　　この運命に多少とも、抵抗し、その「小
　　さ」さを、精神的の卑小さまでに堕せし
　　めなかったのは、絶えず海の彼岸から、
　　新しい人的要素がこの島に流れ込んだと
　　云ふ、歴史的事情によるものだと、私は
　　観察してゐる。かくて佐渡人は、小さい
　　ながらに大きいと云ふ、矛盾した性格を
　　つくり上げたのである。
　佐渡人を知り尽くした秀逸な佐渡人観であ
る。佐渡島に「絶えず海の彼岸から、新しい
人的要素がこの島に流れ込んだ」という歴史
的事情が、佐渡島の新鮮な浪漫主義を創造し
てきたのである。島国浪漫主義といえようか。
　しかしこの浪漫主義は島外の人々からは、
日本海に浮かぶ孤島に由来する孤島浪漫主義
ともいえる幻想的佐渡が期待された。佐渡は
「日本の縮図島」といわれるが、特に明治維
新以後の佐渡は日本近代化と符節を合わせて
進行していた。近代化を熱望する佐渡人と、
幻想的島国に魅力を求める島外人との意識の
乖離が佐渡の複雑な立場を生み出している。
　このことは佐渡振興策にも大きな暗影を醸
し出している。特に観光政策に顕在化してお
り、特殊佐渡を強調する余り時代錯誤的な企
画があったり、伝統を無視した普遍性過度の
陳腐な対応がみられたりして、佐渡史に根ざ
した確固たる施策が不足しているようであ
る。
　小稿では、島外人の提唱した「佐渡独立論」
と戦後の佐渡に決定的影響を与えた離島振興
法について考察して、今後の展望を述べてみ
たい。
２．「佐渡独立論」
2.1　西丸震哉の「佐渡独立論」
　「新潟日報」昭和５３年８月２６日から
３１日まで５回連載で「私の佐渡独立論」が
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掲載された。執筆者の西丸震哉は当時、農林水
産省食品総合研究所感応検査研究室長であっ
た。概要は次のとおりである。
　【第１回　昭和５３年８月２６日】
　　中央集権化は近代国家の必然であるが、こ
　　れを無限に振興させることは、地域性、小
　　地域固有の特殊性を封殺して、能率を低め、
　　個性・文化を封殺ないし根絶させて単一の
　　文明、性格、体質および意識を仕立てあげ、
　　生存の目的、人間性、郷土愛をなくして社
　　会を砂漠化する。
　【第２回　昭和５３年８月２７日】
　　佐渡の独立は日本の縮図としての日本のモ
　　デル地区であることにその価値がある。佐
　　渡の独立は、単に独立が可能であるという
　　ことだけでは意味がなく、それが日本にと
　　って指導的、先導的役割を受け持つ先兵的
　　存在になって、小回りのきかなくなった制
　　度大国を実証的に説得する立場となり、そ
　　れによって日本を崩壊ないし窮地から未然
　　に救出することができることにある。
　【第３回　昭和５３年８月２９日】
　　財源は自衛隊の基地使用料、領海内の鉱物
　　資源採取権益料、観光客およびフェリー
　　ポートによる自動車の出入国税などによっ
　　てまかなわれ、また新興小国の使う常套手
　　段としての金貨および、郵便切手の発行で
　　十分カバーできる。
　【第４回　昭和５３年８月３０日】
　　農業問題では、農民の意欲をスポイルする
　　生産調整、減反を一切禁止して、気候風土
　　に適合した作物を永続的に収穫するのを原
　　則とし、投機的農業や資源消費的な不自然
　　農法を排除する。工業は軽・家内工業的な
　　ものが主軸であって、必要最小限の国内非
　　生産物を日本国から輸入し、滅亡寸前の伝
　　統工芸品の復活は輸出向けとなり、養蚕、
　　繊維工業も振興される。
　【第５回　昭和５３年８月３１日】
　　国民は機械化、省力化を排除し、のろくて
　　時間がかかっても歩き走りを基本とする。
　　ただし公共のバス路線はキメ細かく通し、
　　歩行困難者には必要時に電動の車イスが与
　　えられ、役場には緊急車が用意される。こ
　　の国では将来とも原子力発電は導入せず、
　　小規模単位の風力発電、地熱によるせん孔
　　熱水還流発電などを普及し、電力浪費型の
　　機械器具類は消滅に向かわせる。
　西丸の「佐渡独立論」が発表された昭和５３
年ころは、日本は高度経済成長期から低成長期
に転換し、資本主義体制が生み出す諸矛盾への
批判が噴出し始めた時期であり、反資本主義・
反中央主権主義思想が強まり、また反公害運動
などが広がりつつあった。
　西丸はこのような時代的背景を視野に入れ
て、「日本の縮図としての日本のモデル地区であ
ることにその価値のある」佐渡に反中央集権国
家モデルを求めたのであった。
2.2　「佐渡独立論」の周辺
　後年に 北  一輝 研究の第一人者となった松本
健一は、既に昭和４７年に「佐渡コンミューン
序説ー佐渡自由民権運動のゆくえ」２）を発表し
て、以下のような佐渡論を展開した。
　・「島はひとつの国であった。この国が開けは
　　じめたのは、明治十数年を経た自由民権運
　　動によってであった」
　・「辺境佐渡に導入された自由民権思想は明治
　　維新の理念と短絡されていた。かれらはわ
　　ずか十万ほどの小島国に住むことによって、
　　自分たちの島をひとつの国家に見立てる視
　　座を獲得したのである」
　・「島国共同体の純正社会主義思想は、明治
　　３０～４０年代にもっとも高まったが、そ
　　れは島がこのとき、ひとつの自治共和国的
　　状況（コンミューン）を形成していたこと
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　　を意味している。すでに中央集権制が日本
　　全土に強固なピラミッド体制を築いていた
　　から、それを二重構造的状況と呼ぶことも
　　可能である」
　松本は、「ひとつの国であった」佐渡が明治
維新から「明治十数年を経た自由民権運動」に
より「ひとつの国家にみたてる視座」を獲得し、
さらに明治３０～４０年代に「自治共和国的状
況（コンミューン）」を形成したとの見解を示し
た。ここに佐渡は、「日本全土に強固なピラミッ
ド体制」を築いた中央集権制国家日本と対蹠的
立場に置かれたとした。
　この見解は佐渡史を繙いたとき、大きな誤謬
を含んでいるようである。佐渡の近現代は本土
との一国化＝普遍化への強烈な営為の歴史で
あったことを無視した島国幻想論であった。
　西丸の「佐渡独立論」に共鳴したかのように
東京では、文化人を気取る人々がこの話題に参
入した。昭和５３年１０月２日の「読売新聞」
夕刊は、「大まじめ、佐渡共和国」「さらば ” 大
国日本 ”」との見出しを掲げて、佐渡独立論と
これを提唱する人々の言動を報じた。そして「お
けさ内閣」なるものを発表した。
　　大  統  領　三宅正一　　衆議院副議長
　　副大統領　本間雅彦　　元佐渡農高講師
　　農林特別　西丸震哉　　農水省食品総合
　　補  佐  官　　　　　　　研究所室長
　　大　　蔵　力石定一　　法政大学教授
　　通　　産　糸川英夫　　組織工学研究所長
　　外　　務　磯村尚徳　　Ｎ Ｈ Ｋヨーロッパ
　　　　　　　　　　　　    総局長
　　防　　衛　イーデス　　タレント
　　　　　　　ハンソン
　　環境郵政　有吉佐和子　作家
　　宣　　伝　永　六輔　　タレント
　　厚　　生　斎藤茂太　　精神科医・随筆家
　　文　　部　豊田有恒　　ＳＦ作家
　　科学技術　西堀栄三郎　日本山岳会長
　（建設、運輸、労働大臣、国務大臣（国家公安
委員長）などは、地元の実務家の登用も考える）
　政策としては、「万事自然に小規模に人材集
めロマンの国」を主眼として、領海・憲法法律・
財政・企業・農業・エネルギー・教育・防衛政
策などを掲げた。
　大統領に擬せられた三宅正一は「人間砂ばく
など、日本を含め大国といわれる国では、みん
なが危機意識を持っている。大国は内部矛盾だ
らけだ。総身に知恵が回らない。これからは、
なににつけても小国の方がやりやすいし、世界
のすう勢も小国連邦制に向かっている。国が小
さければ原爆も作れないし、戦争の心配もなく
なる。このような提案が、イデオロギーや宗教、
思想にかかわりなく自由でまじめに討議が行な
われれば、世間への警鐘乱打になるのでは」と
述べた。
　火付け役の西丸震哉も「日本は機構大国にな
りすぎた。この大国体質では、改善するにもど
こから手を出していいかわからず、一刻を争う
事態にも即応できない。このままでは、内部崩
壊が続き、社会の砂ばく化が進み、地方文化も
消滅する。地方自治の増大もいまの官僚機構の
中では無理。そこで、佐渡の独立というショッ
ク療法で、日本の持つ危機感を訴えたい」と応
じている。
　三宅・西丸ともに、自己の抱懐する日本社会
への閉塞感を打開するための一試論として、「適
度」な離島を選んで絵空事の理想を述べたので
ある。「適度」とは、佐渡が「周囲が海という
天然の国境があって、独自性を主張するのにつ
ごうが良い。位置も日本列島の中央部にあり気
候は温暖。コメの自給率が１７０％という強み。
さらに、暖、寒流にまたがっており、魚類も豊
富で汚染されていない。全山緑の雑木材は新炭
材として十二分にあり、戦前型の自給自足態勢
は万全。新生日本のモデル地区、ミニ日本とし
て、さまざまな問題を実証できるのはこの島し
かない」ということであるらしい。
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2.3　「佐渡独立論」批判
　西丸の「私の佐渡独立論」が連載された約１
か月後、地元の郷土史家田中圭一は反論を発表
した（「西丸震哉氏の『私の佐渡独立論』に反論
する」「新潟日報」昭和５３年９月２７日）。田
中は、西丸の佐渡独立論は日本のための佐渡独
立論にみえてくるとして、「佐渡が日本の実験
道具にされることを島人は独立と考えるだろう
か。外からの独立のすすめの意図がほのみえる
部分である」と指摘し、在京文化人の安易な思
い付きを厳しく批判した。
　さらに田中は、「数年前、例の夏季祭典で佐渡
へ来られたかたのなかに『佐渡へ来て電気があ
るのでがっかりした。佐渡全体をランプの生活
にもどしたら全国から観光客がおしよせて』と
いうような話をされた人がいる」ことを紹介し
て、西丸を筆頭とする「佐渡独立論」なるものが、
現実に佐渡で暮す島民への配慮を著しく欠いて
いることを指摘した。
　島外人の主張には離島・孤島観念に幻惑され
て、佐渡史を科学的に分析する視点の欠落が目
立つ。彼らの心底に隠された思惑が「孤島コン
ミューン論」「佐渡独立論」という浅薄な思考を
生み出しているのである。
　一般の島民は「佐渡独立論」「佐渡共和国論」
をどうみていたのであろうか。「心をくすぐる話
として、苦笑まじりに島民から迎えられている
ようだ」。「『何でもいいから話題になって』とい
う反応は、オイルショック以後、観光客の減少
に悩む観光業者たちである」。また佐渡市町村会
職員の大坂三郎は、「共和国論は外部からの発
想で、島民のことなど全く考えていない。西丸・
永氏ら推進者が ” 流罪 ” となって三年も島に住
んで生活してみれば、実現がどんなに困難か、
わかるだろう」と語ったという（前掲「読売新聞」
夕刊）。
　田中圭一などの佐渡在住者の厳しい批判は全
く正しい。しかもその後、「佐渡独立論」のよう
な荒唐無稽の類は消滅してしまったが、如何に
も無責任なその場しのぎの根なし草的なもので
あった。
　しかし佐渡は現在において、人口減・過疎化
が急激に進行するとともに、重要な観光産業も
顧客数の減少に悩み、看過できない危機的状況
にあることも事実である。これらの現象は佐渡
だけではないとはいえ、今こそ抜本的な佐渡振
興策が必要である。これまでの佐渡振興策は行
政主導型であること、離島振興法などの保護的
政策に過度に依存する他力本願型であること、
佐渡モンロー主義的思考が強固であることなど
が顕著な特徴である。
　政治・経済分野における他力本願型、文化・
思想分野での佐渡モンロ一主義の跛行的進行が
佐渡近現代史を貫徹する特徴であった。特に戦
後の離島振興法は、戦前の佐渡が持っていた「自
力更生」の精神を次第に弱めていったことは紛
れもない事実である。佐渡が離島振興法から受
けた恩恵は計り知れないものがあり、同法の役
割を過小評価ないし否定することは重大な誤謬
ではあるが、佐渡の今後の振興策を案出すると
きには「自力更生」を島民に求める精神運動も
必要ではないだろうか。
　先に紹介した島外人による佐渡振興論は荒唐
無稽な代物として唾棄すべきもので、提唱者は
佐渡への愛情よりも自己宣伝先行型の軽蔑すべ
き人物であるといえないこともない。しかしそ
のようななかにも、佐渡振興論に資する指摘が
ないとはいえない。
　西丸・松本に共通する主張のなかに通底する
視点は、佐渡が有する本土にはない独自性（一
国意識）、縮図島といわれる自然的・人文的特
性などの条件を有効に活用する「自力更生」の
精神力の発揚などである。佐渡人にはこの直感
力を掘り下げて考察する価値があるように思わ
れるのである。島内外の人々はいろいろな思
惑で佐渡振興を提唱するであろうが、要路にあ
る人々は謙虚な姿勢でこれに接する必要があろ
う。また真摯な態度をもって真贋を磨く不断の
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修練が必要であろう。そのときには過度な佐渡
モンロー主義に陥ることのないよう格段の配慮
が必要であろう。
３．離島振興法
3.1　離島振興法の制定
　「平成１２年国勢調査結果」によると、日本の
離島は、住民の在住している島 461 島、住民の
いない島 3,178 島で、人口・面積とも佐渡は第
一位である。昭和２５年５月に公布された国土
総合開発法に伴い、離島の多い県から離島のみ
を対象とする振興法の制定が要望されるように
なった。
　昭和２８年１月、東京・新潟・島根・長崎・
鹿児島の５都県知事が離島振興対策協議会を結
成し、超党派の議員立法での法制化を推進した。
同年７月２２日、離島振興法（法律第７２号）
が公布され、同時に政令第２０８号をもって離
島振興対策審議会令も公布された。離島振興法
は当初、１０年間の時限立法であったが、平成
１７年７月２９日までに３７回改正された ３） 。
3.2　対策実施地域と離島振興法　４）
　離島振興法の適用を受けるには、離島振興対
策実施地域の指定が必要である。指定は内閣総
理大臣が、離島振興対策審議会の意見を聞いて
定めることになっていた。昭和２８年１０月８
日の第１回審議会で定められた離島指定基準は
以下のようになっていた。
　１　外海に面する島（群島、列島、諸島を含む）
　　であること
　２　本土との交通が不安定であること
　３　島民の生活が強く本土に依存していること
　４　１カ町村以上の行政区画を有すること
　このような基準に基づいた審議会の答申によ
り、昭和２８年１０月２６日には、第１次分と
して、伊豆諸島、佐渡島、隠岐島、壱岐島、対
馬島、五島列島、天草島、長島、甑島、屋久島、
南東諸島が指定された。総面積 5,264.65㎢、町
村数 179、人口 896,654 人であった。
　またその後、離島指定基準が緩和された。
昭和３０年６月１３日の第６回審議会で、
　１　本土と最短距離が５㎞以上であること
　２　人口概ね 1,500 人以上であること
などが定められた。その後も数度にわたり緩和
措置がとられた。なお昭和４２年８月１日の第
３２回審議会で天草島の一部指定解除措置がと
られ、この段階での指定地域は８５地域で総面
積 6,907.5㎢、人口 1,247,818 人となった。
　昭和２８年７月法律第７２号として公布され
た離島振興法（全１２か条）は、第１条で「こ
の法律は、本土より隔絶せる離島の特殊事情に
よりくる後進性を除去するため基本条件の改善
並びに産業振興に関する対策を樹立し、これに
基く事業を迅速且つ強力に実施することによっ
て、その経済力の培養、島民の生活の安定及び
福祉の向上を図り、あわせて国民経済の発展に
寄与することを目的とする」と謳い、第４条で
４項目について離島振興事項を定めることとし
ていた。
　１　本土と離島及び離島と離島並びに離島内
　　の交通通信を確保するために必要な海空路、
　　港湾、道路、空港及び通信施設の整備
　２　資源開発及び産業の振興を促進するため
　　に必要な漁港、林道、農地及び電力施設等
　　の整備
　３　水害、風害その他の災害を防除するため
　　に必要な国土保全施設の整備
　４　住民の福祉向上のために必要な教育、厚
　　生及び文化に関する諸施設の整備
　離島振興法は既に述べたようにその後しばし
ば改正されたが、直近の平成１７年７月２９日
改正の離島振興法（法律第８９号・全２２か条）
は第１条で「この法律は、我が国の領域、排他
的経済水域等の保全、海洋資源の利用、自然環
境の保全等に重要な役割を担っている離島につ
いて、産業基盤及び生活基盤の整備等が他の地
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域に比較して低位にある状況を改善するととも
に、離島の地理的及び自然的特性を生かした振
興を図るため、地域における創意工夫を生かし
つつ、その基礎条件及び産業振興等に関する対
策を樹立し、これに基づく事業を迅速かつ強力
に実施する等離島の振興のための特別の措置を
講ずることによって、離島の自立的発展を促進
し、島民の生活の安定及び福祉の向上を図り、
あわせて国民経済の発展及び国民の利益の増進
に寄与することを目的とする」と離島振興法の
趣旨を定めたが、その趣旨は制定から５０年余
を経て大きく変容していることに注目したい。
　第４条（離島振興計画）では、新たに生活環境・
医療・高齢者福祉・教育文化・観光・他地域と
の交流・国土保存などの事項が加えられた。
　離島振興法は時代とともに改正されてきた
が、その変遷は大きく４期に区分することがで
きる。
　第１期（昭和２８年～３７年）
　　離島に「光と水」をスローガンに生活基盤
　　の整備を重視
　第２期（昭和３８年～４７年）
　　本土との格差是正
　第３期（昭和４８年～平成年間）
　　離島振興法見直し機運と離島ブームのなか
　　で、個性・特化の重視
　第４期（平成１７年～）
　　離島の特性を生かした振興策と自立的発展
　　と創意工夫の重視、事業補助率の逓減措置
　とくに平成期に入ると、財政再建路線の国策
推進により、離島振興関連予算も漸次減額され
るとともに、離島にも自立的施策の策定が求め
られるようになった。
3.3　佐渡の離島振興関係予算　５）
　離島振興関係予算の具体的執行については、
昭和３２年の閣議了解に基づき相互の調整と総
合的な効果が発揮されるよう、建設省（現国土
交通省）予算に一括計上された。一括計上され
た経費の執行にあたっては、事業を所管する各
省の予算に「差し替え」もしくは「繰り越し」
を行って、各省庁において事業が実施された。
　事業計画を構成する事業のうち、一定の事業
に要する経費について国が負担し、もしくは補
助する割合を一般より高率に引上げる、いわゆ
る「嵩上げ」措置を講じ離島の特殊事情を踏ま
え、重点的かつ効率的な事業を担保している。
　主な事業の助成における国庫負担割合は以下
のとおりであるが、補助率が逓減していること
がわかる。括弧内の数字は現行補助率である。
　（港湾）　特定重要港湾以外の重要港湾
　　　　　　　１０分の９．５（１０分の８）
　　　　　避難港
　　　　　　　　　同　　上
　　　　　漁　港
　　　　　　　　　同　　上
　（道路）主要な都道府県道若しくは市道
　　　　　　　４分の３（３分の２）
　（空港）滑走路・着陸帯・誘導路・自動車道等
　　　　　１００分の９０（１００分の８０）
　（教育施設）公立小学校・中学校などの義務教
　　　　　　育諸学校
　　　　　　　３分の２（１０分の５．５）
　　　　　　教職員のための住宅・体育音楽等
　　　　　　の施設
　　　　　　　同　上（なし）
　（水道施設）簡易水道の用に供するための施設
　　　　　　　２分の１以内（なし）
　（児童福祉施設）保育所
　　　　　　　２分の１から３分の２まで（２
　　　　　　　分の１から１０分の５．５）
　（消防施設）
　　　　　　　３分の２（１０分の５．５）
　また離島振興法に伴う年度別離島振興関係公
共事業費の変遷の概要は以下のとおりである。
比率は離島振興関係公共事業費の佐渡の占める
比率である。
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年　度 全　国 佐　渡 比　率
昭和２８年度
平成元年度
２年度
３年度
４年度
５年度
６年度
７年度
８年度
９年度
１０年度
１１年度
１２年度
１３年度
１４年度
１５年度
１６年度
１７年度
１８年度
７．４２
１２８９．５４
１２９１．５４
１３５８．８２
１４２６．０７
１４９７．５９
１５６０．４９
１６４９．９６
１７２０．５２
１７４５．９９
１６３３．９３
１６７９．４８
１７１３．０７
１５８８．０６
１４１４．１９
１３１０．００
１２１０．７５
１０９５．５１
９５５．３２
１．１０
１８０，１７
１６８．７７
１８５．４７
１９８．６７
２１４．０５
２２２．９２
２４１．１８
２６１．８６
２６３．９６
２４３．４６
２５２．５４
２５８．５５
２４６．８５
２２６．６６
２１９．０６
２０２．４５
１７０．９６
１５０．８１
１４．８
１４．０
１３．１
１３．６
１３．９
１４．３
１４．３
１４．６
１５．２
１５．１
１４．９
１５．０
１５．１
１５．５
１６．０
１６．７
１６．７
１５．６
１５．８
（金額単位は億円）　　　　　　（佐渡市資料より作成）
3.4　離島振興法と佐渡
　離島振興法に基づく国庫補助の佐渡をはじめ
とする日本島嶼の社会資本整備への貢献は甚大
である。島嶼を本土並みの経済・生活レベルに
高めようとする戦後日本の情熱の所産が離島振
興法であったといえよう。佐渡に投下された国
庫補助金は巨額に上るが、これにより佐渡の社
会資本整備は飛躍的に増大した。
　しかし手厚い保護政策が、長期的視野でみた
場合にどのような影響があったのか、佐渡の
人々が深く考察しなければならない重い課題で
あろう。
　離島振興法の制定に大きく貢献した民俗学者
の宮本常一は、日本の島嶼を歩き回り日本社会
の源流を孤島に求めた姿勢が高く評価されてお
り、死後もその評価はいささかも衰えていない。
宮本は佐渡を念頭に島社会観を以下のように述
べていた 6）　。
　　つまり島とは四囲を海にめぐらされて地域
　　的にある独立性をもちつつ、社会経済的に
　　は本土へ何らかの形で従属的に結びつかね
　　ばならない運命を持った世界であった。
　この視点は離島振興法の根本理念であった。
離島振興法制定以後５５年目を経過した今日の
佐渡などの日本島嶼の現状について、泉下の宮
本はどうみているのであろうか。
　一方「佐渡独立論」の走狗となって宣伝これ
務めた永　六輔なる人物は、底抜けに明るい島
嶼論を述べている７） 。
　　島は最も小まわりのきく自治体であるはず
　　ですから、島全体がこうしようと考えれば
　　できてしまう。だから行政の手で島をよく
　　することを考えるよりも、むしろ島の人た
　　ち自身が離島補助の予算を握りどうするか
　　を考えたほうがよいのです。島がよくなら
　　なければ日本はよくならないのです。
　マスコミ・テレビなどで活躍している永　六
輔に現段階での島嶼論を聞きたいものである。
　離島振興関連予算はここ数年来激減している
が、佐渡も例外ではない。国は島嶼に自立と創
意工夫を求めており、佐渡に離島振興法の適用
解除を申し渡される日が来るかも知れない、ま
た時限立法である同法が廃棄される可能性がな
いとは断言できまい。どのような事態になろう
とも、佐渡は本土並みかそれ以上に発展できる
ような「自力更生」の処方箋を作成する努力を
今こそ定立する時期にあるように思う。
４．佐渡近代史に学ぶ
　佐渡振興策を定立するうえで、私は佐渡近代
史に真摯に学ぶことを提唱したい。紙幅の関係
で論証は今後に期すこととして、概要のみを述べ
ておこう。
4.1　全国化＝普遍化への道
　明治６年から１０年まで佐渡でも実施された
地租改正事業では、佐渡は大幅に減税となった。
それと同時に佐渡にあった特殊な土地・税制が
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解消するなど、旧慣的諸制度の解体が進んだ。
明治維新期に佐渡へ渡来した奥平謙輔の改革は
一時的であったが、地租改正事業は国家による
恒久的・構造的な改革であった。この段階で佐
渡は近代化の道（全国化＝普遍化）を歩みはじ
めたといえよう。
　この点からみれば、明治十年代初頭の自由民
権運動は全国的潮流で惹起した政治活動であっ
て、松本健一が評価するほどのものではなかっ
たのではなかろうか。むしろ地租改正事業によ
る近世期までの土地・租税構造の解体とこれに
随伴する佐渡社会の急激な変革が、佐渡自由民
権運動を規定したのである。
　佐渡鉱山の近代化、越佐航路・海底電線敷設、
農業技術振興、産業組合設立、初等・中等学校
設立振興などにみられる官民あげての近代化運
動は、戦前期までの佐渡の高揚期を促進してい
たのである。佐渡近代史（戦前期迄）研究が焦
眉の急であることを強調したい。
4.2　非全国化＝非普遍化の系譜
　政治・産業経済等の急激な近代化に対して、
伝統的文化、反体制的批判精神が伏在的にみら
れることが、佐渡社会の特徴であった。ただこ
れらの潮流は全国化＝普遍化への道を否定する
ものではなかった。この視座を欠くと、島外人
の提唱する安直な「佐渡独立論」や「佐渡島コ
ンミューン論」などの幻想に陥ることになるの
ではないか。
　しかしながら、佐渡の思想や文化は伝統性と
独創性を濃厚に包摂しており、政治・産業経済
等での全国化＝普遍化に同調しない「心」の非
全国化＝非普遍化の思想的系譜が佐渡人の心情
にあった。この心情は青野季吉の「佐渡人は小
さいながらに大きいといふ、矛盾した性格」と
の絶妙な佐渡人観に通底するのである。
　佐渡の生んだ代表的人物 ― 森　知幾・長谷
川　清・柏倉一徳・北　一輝・北　昤吉・本間
雅晴・青野季吉、また佐渡にあって活躍した人々
も、日本社会の体制派への不同調、体制派にな
ることへのこだわり、含羞感・実直性・正義感
などを共有していた。この「心」の非全国化＝
非普遍化を佐渡史の脈絡のなかで解明すること
が必要ではなかろうか。今後の課題としたい。
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